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1. 国の健康経営政策における推進背景
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健康経営推進の政策的背景

健康・医療戦略・・・政府が講ずべき今後の医療・健康政策の方針

→「国民の健康寿命の延伸」をテーマに、基本理念として下記2点を掲げ、

それを通じた経済成長を図る。

【基本理念】

（１）世界最高水準の医療を提供するための研究開発

（２）健康長寿社会の形成に資する新産業創出

→（２）の具体的な方向性：官民共同の協議体としての「健康・医療新産業協議会」に

おいて、下記2点の支援に注力。

①健康投資の促進（「健康」へのニーズの拡大）

→健康経営・健康投資の推進

（健康投資ワーキンググループで健康経営各顕彰制度の設計を行う。）

②適正なサービス提供の環境整備（「健康」に資するヘルスケアサービスの創出）

（新事業創出ワーキンググループでヘルスケアサービス創出に関する支援を行う。）
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健康経営政策の更なる推進

経済産業政策の新機軸

これまでの小規模、短期的な政策の反省を踏まえて、大規模・長期・計画的な支援

で日本のあるべき姿に必要な政策対応を、経済産業政策の「新機軸」として

2021年より始動。

令和5年6月27日：経済産業政策新機軸の第２次中間整理

→国や世界全体で解決すべき経済社会課題（ミッション）について、日本の貢献可能性を

踏まえて、官民で長期的な以下8点のミッションを掲げて、目標や戦略を共有。

推進を強化することとする。

① 炭素中立型社会の実現

② デジタル社会の実現

③ 経済安全保障の実現

④ 新しい健康社会の実現
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⑤ 災害に対するレジリエンス社会の実現

⑥ バイオものづくり革命の実現

⑦ 成長志向型の資源自立経済の確立

⑧ 少子化対策に資する地域の包括的成長



「健康経営・健康投資」とは

組織の活性化
生産性の向上

従業員の健康増進
従業員の活力向上

企業理念（長期的なビジョンに基づいた経営）

人的資本に対する投資
（従業員への健康投資）

社会への効果

ヘルスケア産業の創出、国民のQOL（生活の質）の向上

あるべき国民医療費の実現

優秀な人材の獲得
人材の定着率の向上

企業の成長
ポテンシャルの向上

イノベーションの
源泉の獲得・拡大

経営課題解決に向けた
基礎体力の向上

業績向上
企業価値向上

※「健康」とはWHOの定義に基づくと、「肉体的にも、精神的にも、そして社会的にも、すべてが満たされた状態にあること」をいう。出典：日本WHO協会ホームページ
※健康経営は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

健康経営とは、従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、

健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。

健康投資とは、健康経営の考え方に基づいた具体的な取組。

健康投資は従業員の活力向上や生産性の向上等の組織の活性化をもたらし、結果的に業績向上や

組織としての価値向上へ繋がることが期待される。
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健康経営の目指すべき姿
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健康経営銘柄
選定

健康経営優良
法人認定制度設立

健康経営優良法人
認定事務局の補助事業化

2014
年度

2016
年度

2022
年度

認定法人の
拡大

評価項目の
拡充

顕彰制度
の創設

20XX
年度

ステークホルダー
からの信頼

生活習慣の改善

レジリエンス
の向上

業務パフォーマンス
の向上

組織の活性化

日
本
経
済
社
会
を
支
え
る

基
盤
と
し
て
の
健
康
経
営

健康経営の社会への浸透・定着
中小企業への普及拡大
制度運営の完全民営化

健康経営の可視化と質向上
健康経営の効果分析と適切な指標の検討
(健康増進、生産性・エンゲージメント向上等)

新たなマーケットの創出
健康経営を支える産業の創出と
国際展開の推進

1

2

3

従業員の
ヘルスリテラシー向上

家族などのヘルスリテラシー向上

リタイア後の行動変容
健康寿命延伸

健康投資 ヘルスケア産業の創出・新興

従業員の健康増進

離職率低下

生産性向上

企業の価値向上

企業イメージ向上
による優秀な人材の獲得

経済成長

労働力人口増加

幅広い国民の
QOL向上

第９回健康投資ワーキンググループ

事務局説明資料（令和５年７月１８日）



２．健康経営優良法人認定制度
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Ⅰ. 概要



健康経営の顕彰制度

参考：直近2年間の中小規模法人部門の認定数

顕彰制度の種類

○健康経営銘柄（東京証券取引所の上場会社を対象）

○健康経営優良法人（大規模法人部門、中小規模法人部門）

※大規模法人部門上位法人には「ホワイト500」、

中小規模法人部門上位法人には「ブライト500」の冠をそれぞれ付加する。

経済産業省は各顕彰制度（健康経営銘柄、健康経営優良法人）の創設を通じて、健康経営に

取り組む法人を見える化。従業員や求職者、関係企業や金融機関などから「従業員の健康管理を

戦略的に取り組んでいる企業」として社会的に評価を受けることができる環境を整備。

9

中小企業の都道府県別認定数では、

大阪府が1,831法人と、全国で１位。

兵庫県も全国で４位。

都道府県名 認定数（2022→2023）

滋賀県 153⇒185

京都府 281⇒294

大阪府 1716⇒1831

兵庫県 628⇒650

奈良県 116⇒135

和歌山県 88⇒87

福井県 92⇒119



2014年度から上場企業を対象に「健康経営銘柄」を選定。

2016年度からは「健康経営優良法人認定制度」を推進。大規模法人部門の上位

層には「ホワイト500」、中小規模法人部門の上位層には「ブライト500」の冠を付加している。

健康経営に係る顕彰制度について（全体像）

健康経営銘柄 健康経営優良法人
(大規模法人部門(ホワイト500))

健康経営優良法人
(大規模法人部門)

健康経営度調査
回答法人

大企業・大規模法人
（1万者以上）

上位500法人

大企業 等

健康経営優良法人
(中小規模法人部門(ブライト500))

健康経営優良法人
(中小規模法人部門)

健康宣言に取り組む
法人・事業所

中小企業・中小規模法人
（300万者以上）

中小企業 等

10

上位500法人

(経済産業省Webサイト「令和4年6月～健康経営の推進について～ 経済産業省ヘルスケア産業課」から引用)
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(参考) 健康経営の現状

 健康経営優良法人認定制度に申請する法人数は約１万７千社に拡大。

 2022年度は日経平均株価を構成する225社のうち85%が健康経営度調査に回
答。

 認定法人で働く従業員数は837万人。（日本の被雇用者の約15％）

726 1,239 1,800 2,328 2,523 2,869 3,169
397

816

2,899

6,095

9,403

12,849

14,401

493 573 1123
2,055 

4,699 

8,423 

11,926 

15,718 

17,570 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

大規模（健康経営度調査回答数） 中小規模法人（健康経営優良法人認定申請数）

（法人数）

 昨年度に続き今年度も公募の結果、日本経済新聞社が補助事業者に選定された。

第９回健康投資ワーキンググループ

事務局説明資料（令和５年７月１８日）



労働者

健康経営実施企業

取引先

ビジネスパートナー
からの信頼

地域

金融機関・投資家
からの信用・評価

自治体からの評価

金融機関・投資家

従業員・就職希望者
からの安心・信頼

消費者

商品・サービスに
対する選好
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健康経営の実践を通じて、社内外から評価される組織へ。



（出所）ハローワークインターネットサービスHPより抜粋 13

（参考）労働市場へのアプローチ

労働市場における健康経営の認知拡大及び評価向上を図るため、令和４年６月から、

ハローワークインターネットサービスに企業が求人票を登録する際、「健康経営優良法人」のロゴマーク

（大規模法人部門、中小規模法人部門）が利用可能に。



 健康経営度調査を分析すると、健康経営度の高い企業の方が離職率は低い傾向。
 2020年における全国の一般労働者の離職率と比較しても低い傾向。

（参考）健康経営に取り組む企業では離職率が低い

※離職率の全国平均は「厚生労働省 2020年（令和2年）雇用動向調査」に基づく。（ただし健康経営度調査の回答範囲と異なる可能性がある）
※離職率=正社員における離職者数/正社員数を各社ごと算出し、それぞれの企業群で平均値を算出
※なお、離職率に関する設問は健康経営度調査の評価には含まれていない。

%

健康経営銘柄、健康経営優良法人における離職率

14
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健康経営銘柄2022 健康経営優良法人2022 健康経営度調査

回答企業平均

（参考）全国平均



 就活生及び就職を控えた学生を持つ親に対して、健康経営の認知度及び就職先に望む勤務条
件等についてアンケートを実施した結果、「従業員の健康や働き方への配慮」は就活生・親双方
で特に高い回答率。

 併せて、就活生が親の意見を参考するか否か調査したところ、７割が考慮すると答え、就職先を
検討する上で親が持つ企業イメージ・情報が重要な要素を占めることが分かった。

企業理

念･使命

に共感で

きる

事業に

社会的

な意義が

ある

知名度

が高い

企業規

模が大き

い

従業員

の健康や

働き方に

配慮して

いる

給与水

準が高い

雇用が

安定して

いる

企業の

業績が

伸びてい

る

企業の

業績が

安定して

いる

魅力的

な経営

者･人材

がいる

福利厚

生が充

実してい

る

その他 無回答

就活生 38.1 21.7 10.9 9.3 43.8 23.9 24.2 10.9 21.4 26 44.2 2.5 0

就活生の親 18 15.3 2.3 6.7 49.6 31.3 44.5 18 22.4 11.9 18 0.3 8.3

0

10

20

30

40

50

60

就活生

就活生の親

（%）

Ｑ．（就活生）将来､どのような企業に就職したいか。(３つまで)
Ｑ．（ 親 ）どのような企業に就職させたいか｡（3つまで）

就活生のN数1399、親のN数1000における複数回答数を
就活生、親それぞれで百分率にして比較

10%

60%

23%

7%

非常に参考にする
ある程度参考にする
あまり参考にしない
全く参考にしない

(参考)
(就活生)就職にあたり親の
意見を参考にするか。

N=1,399

（出所）経済産業省「平成28年度健康寿命延伸産業創出推進事業（健康経営・健康投資普及推進等事業）」

（参考）健康経営と労働市場の関係性
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0 20 40 60 80 100

その他

取引顧客数の増加

企業業績・売り上げの向上

知識創造活動の向上

医療費等の抑制

事故・労災件数の低下

コンプライアンス意識の向上

従業員離職率の低下

採用募集・求人への応募者増加

健康に関連する商品・サービス等の営業・売り…

従業員の生産性の向上

他社からの健康経営に関するヒアリング等の…

従業員の貢献意欲・帰属意識の向上

時間外労働の減少（労働時間の適正化）

有給休暇取得率の向上

従業員の仕事満足度・モチベーションの向上

社内コミュニケーションの活性化

講演・インタビュー・新聞露出等のPR機会の増加

顧客や取引先に対する企業イメージの向上

自社の健康経営の取り組みの更なる推進

従業員の健康に対する意識向上

（参考）ステークホルダーからの評価

 健康経営優良法人2017及び2018に連続認定された法人に対し、優良法人認定後の変化や効果
についてアンケートを実施（平成30年度）。

 大規模・中小規模ともに、多様なステークホルダーから評価が得られたとの声がある。

0 20 40 60 80 100 120 140

採用コストの低減

知識創造活動の向上

取引顧客数の増加

従業員離職率の低下

その他

内定辞退率の減少

企業業績・売り上げの向上

事故・労災件数の低下

株価等投資市場・投資家からの評価

コンプライアンス意識の向上

医療費等の抑制

従業員の生産性の向上

従業員の貢献意欲・帰属意識の向上

採用募集・求人への応募者増加

健康に関連する商品・サービス等の営業・売り込…

講演・インタビュー・新聞露出等のPR機会の増加

従業員の仕事満足度・モチベーションの向上

社内コミュニケーションの活性化

有給休暇取得率の向上

時間外労働の減少（労働時間の適正化）

顧客や取引先に対する企業イメージの向上

他社からの健康経営に関するヒアリング等の依頼

従業員の健康に対する意識向上

自社の健康経営の取り組みの更なる推進

健康経営優良法人2017認定以降の変化（健康経営優良法人2018認定法人へのアンケート）

＜中小規模法人部門＞＜大規模法人部門＞ n=129 n=105
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 今年から「ものづくり補助金」をはじめ、中小企業を対象とした以下の補助金審査の加
点対象に「健康経営優良法人に認定された事業者」が追加されていたところ、令和５
年３月末からは、事業再構築補助金においても同様の措置が行われている。

補助対象 補助内容 開始時期

ものづくり・商業・サービス生産性向
上促進補助金

革新的製品・サービスの開発又は生産プロセス
等の改善に必要な設備投資等を支援する

補助率1/2もしくは2/3、
補助上限額2,250万円*
＊従業員数・申請枠・類型により異なる

令和5年1月11日～
（第14次）

IT導入補助金
生産性向上に資するITツール（ソフトウェア・サー
ビス等）の導入を支援する

補助率1/2、補助上限額450万円 令和5年3月下旬

事業継承・引継ぎ補助金
事業承継を契機とした経営革新的な取組や、
専門家を活用した事業の引継ぎを支援する

補助率1/2もしくは2/3
補助上限額600万円

※経営革新事業は一定の賃上げ要件を満たすと最大
800万円

令和5年3月中旬

Go-tech補助金
中小企業等がものづくり基盤技術及びサービスの
高度化に向けて、大学・公設試と連携して行う
研究開発を最大3年間支援する

中小企業等は補助率2/3以内
通常枠：最大9,750万円

出資獲得枠：3年間合計3億円以下
令和5年2月22日～

事業再構築補助金
新市場進出、事業・業種転換、国内回帰等、
事業再構築を行う事業者を支援する

中小企業は補助率1/2~3/4、
補助上限額500万円~5億円

※従業員数・申請枠により異なる

令和５年３月末～

▼事業再構築補助金

（参考）中小企業への普及拡大策ーインセンティブ措置

（出所）事業再構築補助金HPより抜粋



 各地域の自治体等において、健康経営や健康づくりに取り組む企業等の認定・表彰制度等が実施
されており、制度の数は増加している。 ※令和4年3月時点：101（前年比7増）

青森県（健康経営認定制度）

青森市（あおもり健康づくり実践企業認定制度）

弘前市（ひろさき健やか企業認定制度）

むつ市（むつ市すこやかサポート事業所）

宮城県（スマートみやぎ健民会議優良会員認定）

秋田県（秋田県版健康経営優良法人認定制度）

山形県（やまがた健康づくり大賞）

新潟県（にいがた健康経営推進企業表彰）

千葉市（千葉市健康づくり推進事業所）

神奈川県（CHO構想推進事業所登録）

横浜市（横浜健康経営認証制度）

静岡県（ふじのくに健康づくり推進事業所宣言）

掛川市（かけがわ健康づくり実践事業所認定事業）

前橋市（まえばしウェルネス）

富山県（とやま健康経営企業大賞）

魚津市（健康づくりがんばり隊）

石川県（いしかわ健康経営優良企業表彰）

大府市（大和市産業人表彰式「健康企業の部」）

東海市（健康づくり推進優良事業所）

滋賀県（健康寿命延伸プロジェクト表彰事業）

和歌山県（わかやま健康推進事業所）

京都府（きょうと健康づくり実践企業認証制度）

大阪府（大阪府健康づくりアワード）

鳥取県（健康経営マイレージ事業）

徳島県（健康づくり推進活動功労者知事表彰）

沖縄県（沖縄県健康づくり表彰（がんじゅうさびら表彰））

高知県（高知家健康経営アワード）

島根県（しまね☆まめなカンパニー事業）

岡山市（岡山市健康経営・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進事業者表彰制度）

山口県（やまぐち健康経営企業認定制度）

香川県（働き盛りの健康づくり支援事業）

大分県（大分県優秀健康経営事業所認定）

宮崎県（健康長寿推進企業等知事表彰）

健康経営の顕彰制度

杉並区（健康づくり表彰）

三重県（ことわか健康経営カンパニー認定制
度）

北九州市（健康づくり活動表彰）

企業の健康づくり等に
関連した顕彰制度

※ヘルスケア産業課調べ（自治体HP等を基に作成）

宇部市（宇部市健康づくりパートナー認定制度）

さいたま市（さいたま市健康経営認定制度）

＜自治体における顕彰制度（一例）＞

（参考）自治体による健康経営等の顕彰制度
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（出所）保健同人フロンティアHPより https://www.hokendohjin.co.jp/ja/news/news-20230530-01.html

（参考）効果分析事例

p = 0.04
η² = 0.05, 95%信頼区間[0.00, 1.00]

 ワークエンゲイジメント合計（分析対象：171社）
定義：「仕事で自発的に動き、ポジティブな感情を持っている状態」オリジナルの尺度（2問×4段階）。

 各質問項目の総和により測定し、高いほどワークエンゲイジメントが良好と解釈

 アドバンテッジリスクマネジメント社の独自調査結果を基に分析

健康経営推進企業の人材の定着・生産性の比較※※健康経営推進企業※の
高ストレス者割合の比較

R4年度委託調査における分析（例） 健康経営支援サービス提供会社による独自分析（例）

健康経営認定状況×ワークエンゲイジメント

※株式会社保健同人フロンティアが提供するストレスチェック「HoPEサーベイ」を利用している企業のうち、健康経営推進
企業の従業員（n=122,369）とその他の企業の従業員（n= 173,532）を比較。 なお健康経営推進企業には、健康経営銘柄、
ホワイト500・ブライト500を含む健康経営優良法人を取得している企業を含む。

※※「人材定着（インクルージョン尺度）」「生産性（エンゲージメント尺度）」の独自尺度については、国内外の先行研究や専門家とのデ
ィスカッションを基に開発。

（出所）令和4年度ヘルスケアサービス社会実装事業（国内外での健康経営の普及促進に係る調査）報告書

※また、株式会社バックテックによる調査においても、健康経営
に6年以上取り組んでいる企業において、従業員のプレゼンテ
ィーズムは下がり、生産性が高くなっている傾向がみられた。

 令和４年度委託事業において、健康経営の実践によって企業や従業員にどのような効果
があったのか、健康経営度調査のデータを活用し分析を行った。一例として、健康経営
で上位の認定を受けている企業ほど、ワークエンゲイジメントが高い傾向が見られた。
（株式会社アドバンテッジリスクマネジメントの調査）

 また、健康経営支援サービスを提供する会社によるストレスチェックの独自分析においても、
健康経営推進企業について、高ストレス者割合が有意に少ない結果が見られた。
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（参考）健康経営の国際展開ーG7労働雇用大臣宣言

（出所）厚生労働省HP

▼G７倉敷労働雇用大臣会合における大臣宣言「人への投資（仮訳）」（抜粋）

 令和５年4月22、23日に行われたG7倉敷労働雇用大臣会合における大臣宣言にお
いて、「認証・表彰制度」を含め、職場での健康増進の重要性が認識された。

 また、昨年度公表されたOECD調査プロジェクトを更に深めるため、各国のデジタル技術を
活用した、健康経営関連サービスのマーケット動向等を把握する調査を行うことを検討中。
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Ⅱ. 今年度の認定要件と改訂ポイント
（健康経営優良法人）



~

大項目 中項目 小項目 評価項目 認定要件

１．経営理念・方針 健康宣言の社内外への発信及び経営者自身の健診受診 必須

２．組織体制
健康づくり担当者の設置 必須

(求めに応じて)40歳以上の従業員の健診データの提供 必須

３
．
制
度
•
施
策
実
行

（1）従業員の
健康課題の把握と
必要な対策の検討

健康課題に基づいた
具体的な目標の設定

健康経営の具体的な推進計画 必須

健康課題の把握

①定期健診受診率(受診率実質100％) 左記①～③
のうち

2項目以上

ブ
ラ
イ
ト
５
０
０
は
左
記
①

⑮
の
う
ち
13

項
目
以
上

②受診勧奨の取り組み

③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

（2）健康経営の
実践に向けた
土台づくり

ヘルスリテラシーの向上 ④管理職または従業員に対する教育機会の設定

左記④～⑦
のうち

１項目以上

ワークライフバランスの推進 ⑤適切な働き方実現に向けた取り組み

職場の活性化 ⑥コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

仕事と治療の両立支援 ⑦私病等に関する両立支援の取り組み(⑬以外)

（3）従業員の心と
身体の健康づくりに
関する具体的対策

具体的な健康保持・増進施策

⑧保健指導の実施または特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み

左記⑧~⑮
のうち

４項目以上

⑨食生活の改善に向けた取り組み

⑩運動機会の増進に向けた取り組み

⑪女性の健康保持・増進に向けた取り組み

⑫長時間労働者への対応に関する取り組み

⑬メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

感染症予防対策 ⑭感染症予防に関する取り組み

喫煙対策
⑮喫煙率低下に向けた取り組み

受動喫煙対策に関する取り組み 必須

４．評価・改善 健康経営の取り組みに対する評価・改善 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント
定期健診を実施していること、50人以上の事業場においてストレスチェックを実施していること、労働基
準法または労働安全衛生法に係る違反により送検されていないこと、等 必須

健康経営優良法人2024（中小規模法人部門）認定要件
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令和５年度健康経営顕彰制度のスケジュール

 「健康経営銘柄2024」及び「健康経営優良法人2024」に係るスケジュールは、以下のとおり。

2023年 2024年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 …

大
規
模
法
人
部
門

中
小
規
模
法
人
部
門

審査期間

内
定

健
康
経
営
度
調
査

申
請
受
付

内
定

審査期間

健
康
経
営
優
良

法
人
の
発
表

健
康
経
営
銘
柄
・

健
康
経
営
優
良
法

人
の
発
表

健
康
経
営
度
調
査
・
認
定
基
準
の
検
討

健
康
投
資W

G

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

シ
ー
ト
送
付

評
価
結
果
送
付

申
請
受
付

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

シ
ー
ト
速
報
版
送
付

健
康
経
営
度
調
査
票
・
申
請
書
へ
の
反
映

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

シ
ー
ト
速
報
版
送
付

（
ブ
ラ
イ
ト
５
０
０
の
み
）

第９回健康投資ワーキンググループ

事務局説明資料（令和５年７月１８日）



健康経営の国際展開

社会課題への対応

取組法人の裾野拡大

情報開示の推進
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Ⅰー１ 健康経営優良法人
これまでのWGでの議論や社会の動向を踏まえ、以下４つを主なポイントとして改訂を行う。

• 特定健診・保健指導の実施率の評価 【大規模】

• 業務パフォーマンス指標の開示 【大規模】

• 労働安全衛生に関する開示 【大規模】

• 仕事と育児・介護の両立支援 【大規模・中小規模】

• 女性特有の健康課題 【大規模・中小規模】

• 生産性低下防止のための取組 【大規模・中小規模】

• 新型コロナウイルス感染症への対応 【大規模・中小規模】

• 海外従業員への対応 【大規模】

• 中小企業への普及拡大策



特定健診・特定保健指導の実施率の評価

※保険者のやむ得ない事情により把握できない場合や、40歳以上の従業員がいない場合であっても評価上不利にはならない。

大規模

 これまでのWGの議論を踏まえて、企業と保険者の連携（コラボヘルス）の促進のため、企
業（事業主）単位の特定健診・特定保健指導の実施率を問い、評価対象とする。
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業務パフォーマンス指標の開示 大規模

令和5年度健康経営度調査 修正案（赤字個所）

健康経営の実践

（例）
・健診受診率
・ストレスチェック受検率
・喫煙率
・運動習慣者比率

健康のアウトカム

（例）
・適正体重維持者率
・血圧リスク者率
・糖尿病管理不良者率
・ストレスチェックの結果

業務パフォーマンス

（例)
・アブセンティーイズム
・プレゼンティーイズム
・ワークエンゲイジメント

企業価値

（例)
・株価・時価総額
・営業利益率

※働きがい、信頼関係、仕事に対する対価等、
健康に関する要因以外も関与。

 昨年度の調査において、業務パフォーマンス指標に関して「測定方法」及び「複数年度分の
測定結果」の開示状況について問うたところ、既に一定数の企業が開示に取り組んでいる状
況であることが分かった。

【今年度の変更点】
 「業務パフォーマンス指標とその測定方法」を開示していることを評価対象とし、ホワイト

500に関しては認定要件とする。さらに測定範囲・回答率についても開示状況の確認を行
う。（「複数年度分の測定結果」については、評価初年度である今年度は対象外とする）
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労働安全衛生に関する開示 大規模

令和5年度健康経営度調査 修正案（赤字個所）

 国際的な開示基準の動向等を踏まえ、健康経営の推進目的・体制だけでなく、労働安全
衛生・リスクマネジメントの開示状況についても問う。
（次年度以降、労働安全衛生の具体的開示内容や指標について精査した上で必須要件とすることも検討する）

 労働安全衛生・リスクマネジメントは、健康経営に取り組むにあたっての土台であり、それ
らを含む開示内容を一連で問うこととする。

1

３

２

4

０

▼健康経営のフレームワーク
1

2

3

4

０



仕事と育児・介護の両立支援 大規模・中小規模

令和5年度健康経営度調査 修正案（赤字・緑字個所）

 前回WGでの議論を踏まえ、仕事と育児・介護の両立支援に関する設問を新設し、適切な
働き方の実現を問う設問（Q44）と両方取り組むことを認定要件とする。

 中小規模法人については認定要件とせずアンケートにて現状を把握する。

 介護を抱える従業員の把握方法や管理職・従業員研修への参加率、女性の育児休業後
の復帰率、男性育休の取得率等の定量数値についても把握する（評価には用いない）。

令和5年度健康経営度調査（大規模法人部門）新設案 令和5年度健康経営優良法人申請書（中小規模法人部門）新設案

※小項目「ワークライフバランスの推進」に追加する。（参照：ｐ17認定要件案）
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女性特有の健康課題への対応 大規模・中小規模

令和5年度健康経営度調査 修正案（赤字個所）

【今年度の変更点】

 女性の健康課題に取り組む企業をより一層促進するため、関連施策への参加状況を開示
しているかどうかを評価の対象とする。

 さらに、選択必須項目としていた、女性の健康課題に関する認知向上のための取組状況を
問う設問（Q56）及び行動変容促進の取組を問う設問（Q57）について、両設問への
回答をもって認定要件とする。

 また、不妊治療に対する支援については、昨年度まで、女性の健康の設問で問うていたが、
女性に限定されないことから、「仕事と治療の両立支援」の選択肢に移動する。

※昨年度まで「病気の治療と仕事の両立支援」としていた認定要件名について、不妊治療など病気の治療に
とどまらない項目を含むことから、「仕事と治療の両立支援」に変更する。



生産性低下防止のための取組 大規模・中小規模

令和5年度健康経営度調査 修正案（赤字個所）

 生産性低下防止のための取組として、新たに、花粉症及び眼精疲労に対する具体的な
支援を追加する。

（参考）令和5年5月「花粉症に関する関係閣僚会議」において、「花粉症対策の全体像」がとりまとめられ、そ
の中で企業における従業員の花粉曝露対策が求められた。
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新型コロナウイルス感染症への対応

 これまで新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、個別に対応策を問うていたが、5類感
染症への移行を踏まえ、インフルエンザ等を含む感染症対策を問う設問へ統合する。

 ただし、5類移行後の企業等における対応策の変化について把握するため、今年度はア
ンケート項目として問うこととする。（評価には用いない）

令和5年度健康経営度調査 修正案（赤字個所）

▼アンケート項目

大規模・中小規模

▼設問
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海外従業員への対応 大規模

令和5年度健康経営度調査 新設案（赤字個所）

 健康経営の国際展開の検討のため、海外駐在員や、現地法人で雇用されている社
員の健康増進、健康課題への対応等を把握するため、新たに設問を設ける。
（評価には用いない）
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中小企業への普及拡大策

 中小規模法人の更なる裾野拡大を目指すとともに、取り組む上での参考としてもらうため、まず
は配点を行っているブライト500申請法人について結果のフィードバックを行う。

 また、ブライト500の露出拡大を目的として、優秀な取り組みをしている法人の顕彰もしくは公
表を行うことを検討する。

 次年度以降、中小規模法人に申請する全法人に対してフィードバックを行うことを検討。

中小規模

項目 内容

フィードバックの対象法人  ブライト500申請法人

フィードバックの内容
 全体の中での自社の総合順位（50位刻みでのブライト申請者での順位）
 ブライト申請各設問の平均値、最高得点、自社の得点

フィードバックの目的  ブライト500申請へのモチベーション向上

部門 内容

都道府県代表 各都道府県のブライト500認定法人の中で一番順位が高い法人

業種別 ブライト500認定法人のうち、業種別順位が高い法人

従業員規模別 ブライト500認定法人のうち、20人未満と50人未満の事業者の中で、順位が高い法人

評価の上昇度
ブライト500認定法人のうち、当該年度に得点が急上昇した法人
※ただし、ブライト500に2カ年以上連続して申請した法人に限る

 顕彰・公表方法案

 フィードバック内容案



３．近畿経済産業局バイオ・医療機器技術振興課の取り組み
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 自治体や協会けんぽ、金融機関等の関係機関と連携して健康経営普及啓発セミナーを実施。

 令和３年９月には、独立行政法人中小企業基盤整備機構近畿本部と当局主催で、

「SDGs×健康経営セミナー」を開催。

 令和４年3月には、「健康経営企業におけるヘルスケアサービスの活用事例」をHPにて公開。

健康経営優良法人認定企業における外部サービ

ス活用事例やヘルスケアサービス提供企業による

取組内容を紹介

健康経営の実践において外部

ヘルスケアサービスを取り込

みやすい４要件（食、運動、

女性、メンタルヘルス）を

中心に、健康経営優良法人

2021認定企業における活用

事例を紹介

当局の取組（セミナー、ヘルスケアサービス活用事例集）
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（参考）ヘルスケア産業（公的保険外サービスの産業群）の
市場規模（推計）

36

(第４回健康・医療新産業協議会 新しい健康社会の実現に向けた「アクションプラン2023」（案）
（令和５年７月２５日）から引用



ヘルスケア産業市場について

公的医療保険・介護保険
（地域包括ケアシステム）

健康経営
関連

遊・学 運動

予防

食

衣

知

測

癒

睡眠

住

機能補完

民間保険

要支援・要介護者
向け商品・サービス

患者向け商
品・サービス

疾患/介護共通
商品・サービス

医療機関の運営を
支えるサービス

介護施設の運営を
支えるサービス

看取り
終活

ヘルスケアの研究
開発を支える
サービス

ヘルスケア産業

周辺サービス（例）

ヘルスケア産業＝健康や医療、介護に関わる産業のうち、個人が利用・享受するサービスであり、健康保持や増進を目的とするもの、または公的医療保険・
介護保険の外にあって患者/要支援・要介護者の生活を支援することを目的とするもの

周辺産業＝健康や医療、介護に関わる産業であっても、目的が異なるもの（例：看取りや終活）、個人が利用・享受するのではないもの（例：医療機
関や介護施設の運営を支えるサービス、ヘルスケアの研究開発を支えるサービス）

出所：（株）日本総合研究所作成

健康保持・増進に働きかけるもの

2020年
18.8兆円

2030年
30.2兆円

2050年
57.6兆円

患者/要支援・要介護者の生活を支援するもの

2020年
5.5兆円

2030年
7.8兆円

2050年
18.9兆円

ヘルスケア産業市場規模推計
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（参考）健康づくり・介護産業の市場規模拡大（目標）

 PHR・健康経営等の施策を推進することで、健康づくり・公的保険外の介護領域で2050年に累
計77兆円市場の構築を目指す。医療機器分野も世界市場の確保による拡大を目指す。

健康づくり
（ヘルスケアサービス）

※ 公的保険外

介護
※ 公的保険外

マーケットの概観 マーケット規模と推計

計24兆円

• 特に、医療DXや健康経営の進展により、
関連業種における市場拡大や新たな
サービス提供が見込まれる。

• 高齢化に伴い、需要は拡大。

• 特に生活支援関連のサービスが顕著に拡大

19兆円

医療
（医療機器）

※ 一部公的
保険含む

• AI医療機器・プログラム医療機（SaMD）
などは新たな医療ニーズの拡大にともない、
世界的な成長産業となっていくことが見込まれる。

医療機器の世界市場と日本企業の獲得市場

（2020年）

58.1兆円

5兆円 18.9兆円

PHR・健康経営
等の推進

+約13.9兆円

（2020年） （2050年推計）

（2050年推計）

計77兆円

+約53兆円

+約10兆円 214 兆円

13
（日本企業の獲得市場）

3
48 兆円

（世界市場）

PHR・健康経営
等の推進

PHR・健康経営
等の推進

+約39.1兆円
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４．各種資料情報等
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健康経営関連の資料やデータについて

経済産業省では、健康経営について、取り組み事例などを紹介した冊子をHPで公表して

います。

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenkokeiei_data.
html

★健康経営に取り組む企業の皆様向け

①ガイドブック・ガイドライン

・大企業・経営者向け

・中小企業向け

・健康経営を継続して行っており、効果分析や評価方法を模索している企業向け

②事例集

・健康経営銘柄選定、健康経営優良法人（中小規模法人部門）、

自治体による顕彰制度等の事例

③その他の項目

・健康経営オフィスレポート

・健康経営における女性の健康の取り組みについて

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenkokeiei_data.html
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健康経営優良法人認定制度公式ポータルサイト「ACTION！健康経営」

※こちらのWEBサイトのコンテンツは随時拡充予定。

健康経営に関連する情報を広く公表予定。

https://www.kenko-keiei.jp/

https://www.kenko-keiei.jp/


健康経営優良法人認定事務局（日本経済新聞社）
お問い合わせ先

窓 口： 株式会社日経リサーチ

住 所： 〒101-0047 

東京都千代田区内神田2-2-1 鎌倉河岸ビル

電 話： 03-5296-5172
（お問い合わせ受付時間：平日10時～17時30分）

E-MAIL：
大規模法人部門について health_survey@nikkei-r.co.jp

中小規模法人部門について kenkoujimu@nikkei-r.co.jp
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ご清聴ありがとうございました

バイオ・医療機器技術振興課では、健康経営関連情報に加えて、
関西を中心とした医療機器、再生医療、バイオ、ヘルスケア関連の
イベント・公募情報もホームページとメールマガジンにて提供しております。
是非、ご活用ください。

☆ホームページ（健康経営関連情報） ☆メールマガジン登録
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